
 
 

 
 

 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加する「ビジネスケアラ―」と介護離職防止対策 

◆増える「ビジネスケアラ―」 

「ビジネスケアラ―」とは、仕事をしながら家族等

の介護を行う人を指す言葉で、経済産業省によると、

2030年をピークに 318万人に達すると推計されていま

す。また、これによる経済損失は約９兆 1,792 億円に

のぼるともいわれています。 

◆介護離職防止の企業向けガイドライン 

厚生労働省は、会社員が家族等の介護で離職するの

を防ぐ目的で、企業向けの指針をまとめると発表しま

した。この指針には、企業が介護休業や休暇制度、介

護保険サービス等について対象従業員に周知させた

り、外部の専門家と連携し、介護事業所に提出する書

類作成を肩代わりしたり、相談窓口を設置したりと、

従業員の介護離職を防ぐ取組みを促す内容が盛り込ま

れる予定です。 

◆介護のための短時間勤務制度がある会社は約８割 

人事院の調査によると、介護のための短時間勤務が

ある企業は 78.4％となっています。そのうち、短縮す

る週当たりの時間数の上限や、短時間勤務を行える期

限の上限を設けている企業はいずれも 88％以上を占め

ています。 

◆介護離職防止において企業が求められること 

 育児・介護休業法に基づいて、既に休業・休暇制度

を設けている企業は大多数だとは思いますが、従業員

に周知されていなかったり、運用がうまくいっていな

かったりするケースもあるようです。今年度中にも、

介護離職防止の企業向けガイドラインが整備される予

定ですので、ガイドラインが出て慌てて対応すること 
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のないよう、自社の制度をあらかじめ確認しておくと

よいでしょう。 

【経済産業省「介護政策」】 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/

healthcare/kaigo_page.html 

 

仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査（連

合の調査から） 

◆調査の概要 

 仕事と育児の両立支援制度に対する意識や実態を把

握するために、日本労働組合総連合会（連合）が実施

する「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態

調査 2023」の結果が公表されました。小学生以下の子

を持つ20歳～59歳の働く男女1,000名が回答したこの 

調査は、仕事と育児の両立のために何が求められてい

るのか、様々なヒントを与えてくれます。 

◆調査結果のポイント 

「仕事と育児の両立のために利用したことがある両立

支援制度」を問う質問では、育児休業（41.9％）や短

時間勤務（16.3％）が挙げられる一方で、「利用した

ことのある制度はない」は 47.8％、男性では 58.4％に

のぼります。その理由の１位は「利用できる職場環境

ではなかった」というものです。なぜそのように思っ

たのか、という質問には「代替要員がいなかった」

（39.6％）が最も多く、「職場の理解が低かった」

（33.7％）、「言い出しにくかった」（26.2％）、「自

分にしかできない業務を担っていた」（20.3％）が続

きました。代替要員がいない、理解が低いという職場

では、両立支援制度を利用しづらいという現状がうか

がえます。 

 

こうした状況は採用活動においても不利に働き、い

っそうの人手不足を生み出す負のスパイラルへと

繋がってしまいます。両立支援を必要とする従業員

のみならず、職場全体で考えるべき問題です。属人

化している業務はないか、理解のない言動は見られ

ないかなど、職場全体で両立支援について考えてい

きたいですね。 

【連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実

態調査 2023」】 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/info/chousa/data/2

0230914.pdf?7970 

 

11月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 

10日 

〇源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

〇雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降

に採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

15日 

〇所得税の予定納税額の減額承認申請書（10 月 31

日の現況）の提出［税務署］ 

30日 

〇個人事業税の納付＜第２期分＞［郵便局または銀行］ 

〇所得税の予定納税額の納付＜第２期分＞［郵便局

または銀行］ 

〇健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

〇健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

 

 


